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国籍を失う」と定める国籍法 11 条 1 項（以下、11 条 1 項）である。極端な例えであるが死刑判決





11 条 1 項は明治憲法下で制定された旧国籍法（1899 年）の 20 条 3 をそのまま引き継いだもので
ある。国民を主権者とする新憲法（1947 年）のもとで、国民は国家に隷属する「臣民」から個人
として尊重される「国民」に変わったことにより、「日本国籍の持つ意味と機能は革命的な変化が





2018 年 3 月 7 日「国籍はく奪違憲訴訟／国籍法 11 条 1 項違憲訴訟、以下「本違憲訴訟」）が提
起された。その内容は「スイス国籍を取得したために日本国籍を失ったと扱われている 5 名及びリ
海外居住日本人が直面する国籍法 11 条 1 項の壁
武 田　里 子






にも入らなくなった人びと」（同上：150）と、海外で暮らす人びとに 11 条 1 項がどのような困難
をもたらしているのかを、当事者の自由記述をもとに明らかにすることである。原告の他にも世界
各国に 11 条 1 項によって幸福に生きる権利を脅かされている多くの人びとがいる。「国籍法 11 条
改正を求める有志の会」が change.org を使って呼びかけた署名には 3 万 2814 人（2018 年 2 月 26
日〜 2019 年 2 月 8 日）もの人びとが賛同した（武田 2019a：45）。これまでこうした人びとの切実
な声が日本社会に届く回路はなかった。本稿で使用するデータは、原告弁護団から提供された裁判
資料と、同弁護団が実施したアンケート調査の自由記述である。回答者 497 名から外国籍を取得し




条 1 項適用者 52 名の分析（4 節）、外国籍取得予定者 271 名の記述から共通する課題 6 項目を抽出




11 条 1 項の違憲性を問うことは、複数国籍容認の是非を問うことでもある。本節では、複数国








考え方とは本質的に相いれない性質のもの」であり、「国民と国家の結合関係は 1 対 1 であるべき」
との立場に立つ。両者の主張は今後も平行線のまま推移することになるだろう。
第 2 に、国際法上の国籍概念の到達点として 1997 年に制定されたヨーロッパ国籍条約を取り上
げる。奥田・館田（2000）は、同条約が制定された背景を次のように解説している。「重国籍の場
合の減少及び重国籍の場合の兵役義務に関する条約」（1963 年条約）は、基本的に重国籍は望まし
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いものではなく、これを可能な限り防止する立場をとっていた。しかし「移住労働者の増加と定住、
受入国への統合の必要性、国際結婚の増加、ヨーロッパ連合構成国間の自由移動」を認めた結果、
























3-1　11 条 1 項適用者
11 条 1 項適用者は 7 カ国 52 名。性別は、女性 35 名（67％）、男性 16 名（31％）、未記載 1 名で
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得である。「身分保全」とは在留身分の安定化を目的とする外国籍取得が主要なものになる。
なお「職権喪失」には、日本領事館が別の情報から国籍喪失を発見し旅券を一方的に無効手続を
した事例（No.57/ 米 / 男性）、領事館から国籍喪失届を提出するように言われてそのままにしてい
たところ戸籍謄本を確認した兄から戸籍から除籍されていると知らされた事例（No.322/ 米 / 女性）、
米国企業から日本支社へ赴任を命じられ就労ビザの手続をする過程で米国籍の取得を日本領事館か
ら指摘され国籍喪失届を提出させられた事例（No.485/ 米 / 男性）、家族の事情で日本に帰国した
際に国籍喪失届の提出を迫られた事例（No.161/ 加 / 女性）、父親が死亡し遺産相続の関係から米
国籍取得を知った日本領事館から国籍喪失届の提出を迫られた事例（No.81/ 豪 / 男性）などを含
めている。
なお、11 条 1 項の存在を知らずにいたケースも相当数あった。「出産後に子どもの日本国籍を取
得するにあたって調べていくうちに（11 条 1 項）に気づき、自殺しようかと何度も考えた」と記






外国籍取得を検討中と回答した者は全回答者 497 名中 317 名である。ここで分析対象とするのは
下記 17 カ国に居住している 236 名である（83％）。分析から外した 54 名は、タイ 2 名、韓国 2 名、
ポリネシア、欧州、イスラエル、ガボン、メキシコの各 1 名、国籍未記載 44 名である。263 名の
性別は女性 211 名（81％）、男性 47 名（18％）、性別未記載 5 名。居住歴は 1 年から 46 年までと幅
広いが、大半は居住歴 10 年以上である。







女性 男性 利便性 家族統合 市民権 身分保全
①米国 32 18 14 14 4 11 10 11 10
②カナダ 7 6 0 5 1 2 1 1 2
③英国 3 3 0 2 2 1
③豪州 3 1 2 2 1 2 1





合計 52 35 16 27 6 20 12 13 14
注 1.  性別未記載が 1 名いたため人数と性別人数が一致していない。
注 2.  外国籍取得理由は複数回答。
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17カ国を地域のまとまりで分けると、北米（アメリカ・カナダ）131 名（49.1％）、オセアニア（オ




民権を取得せずに永住権で長期に居住することに伴う不利益は、11 条 1 項が違憲無効とされ同条
項の縛りがなくなればほぼ解決する。
4．11 条 1 項適用者が外国籍を取得した理由
本節では、11 条 1 項適用者が外国籍を取得した理由について、4 分類に従って特徴的な記述を紹
介する。表記の中で用いている No. は回答者の ID 番号である。
「利便性」
⃝毎回入国審査でひっかかり犯罪者扱いされる（No.112/ 米 / 女性）。永住権は更新が必要で海外










①アメリカ 米 113 86 24 1 〜 46 年 10 年 年 180 日
②オーストラリア 豪 37 32 5 1 〜 36 年 5 年 5 年のうち 2 年間
③イギリス 英 34 29 3 2 〜 40 年 5 年 年 180 日
④カナダ 加 17 11 6 3 〜 17 年 5 年 5 年のうち 3 年間
⑤フランス 仏 15 12 3 1 〜 33 年 10 年
⑥ニュージーランド NZ 14 12 2 8 〜 31 年 2 年 2 年経過後は更新不要
⑦ドイツ 独 8 7 1 11 〜 38 年 無期限滞在許可は年 180 日
⑧スイス 4 3 1 5 〜 22 年 C パーミットは更新可能
⑧フィンランド 4 4 0 7 〜 12 年 3 年
⑧ノルウェー 4 3 0 8 〜 33 年 2 年 要海外居住期間申告
⑧スウェーデン 4 2 2 2 〜 28 年 2 年
⑫イタリア 伊 3 3 0 20 〜 26 年 5 年
⑬スペイン 2 2 0 7 〜 18 年 5 年
⑬オランダ 2 2 0 4 〜 21 年 1 年超の長期滞在は毎年更新
⑮ルクセンブルグ 1 1 0 12 年 5 年
⑮ベルギー 1 1 0 17 年 5 年
⑮デンマーク 1 1 0 19 年 年 180 日
263 211 47
注）人数 263 名には性別不明の 5 名（米国 3 名、英国 2 名）を含む。
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り二級市民のような扱いをされるため（No.104/ 英 / 女性）。
⃝永住権でカナダに居住しているが、夫の国や米国への頻繁な出入国手続きを簡便にするため
（No.486/ 加 / 女性）。
⃝大学院の奨学金貸与条件に国籍条項があったため（No.81/ 豪 / 女性）。子どもの大学進学の際、
州の進学補助金に国籍条項があったため（No.326/ 豪 / 男性）。国籍がないと教育や社会保障が
同等に受けられないため（No.55/ 未記載 / 女性）。
⃝職業選択の幅を広げるため（No.218/ 米 / 男性、No.459/ 米 / 男性、No.419/ 欧州 / 女性）。就職
希望先の採用条件が「英国か EU パスポート保持者のみ」だったため（No.352/ 英 / 女性）。
⃝米国で弁護士資格を取得したが国籍がないと受任できる仕事に制約があるため（No.228/ 米 / 男
性）。米国で医師免許を取得したが米国の医師免許では日本で働けないため（No.428/ 米 / 女性）。
⃝永住権で米国の行政機関に採用されたが、採用条件が厳しくなり他のポジションに応募するため
に米国籍が必要になったため（No.243/ 米 / 女性、No.491/ 米 / 女性）。毎年契約更新の公務員の
地位を抜け出すには、フランス国籍を取得して国家試験を受け正式雇用に身分変更する必要があ
ったため（No.363/ 仏 / 女性）。
「家族統合」
⃝夫や子どもと同じ国籍を持ちたかった（No.159/ 米 / 女性、No.406/ 米 / 女性、No.486/ 加 / 女性）。
定年後に日本に帰国した後もアメリカが生活拠点の子や孫と自由に行き来するために市民権が必
要になったため（No.218/ 米 / 男性）。
⃝日本国籍の女性と結婚する際に、グリーンカードとアメリカ国籍ではビザ発給までの期間にかな
りの違いがあったため（No.57/ 米 / 男性、No.162/ 米 / 男性、No.180/ 米 / 男性）。日本の母を
呼び寄せるため（No.322/ 米 / 女性）。





たため（No.140/ 米 / 女性、No.218/ 米 / 男性、No.166/ 加 / 女性）。
⃝担当業務（Community Relations）の関係で地元の人たちとの接触が多く、「よそ者」ではなく「仲
間」と感じてもらうために国籍が必要だった（No.158/ 米 / 男性）。
⃝居住地区の選挙で投票するため（No.159/ 米 / 女性）。子どもたちの所属する社会の一員になり、
居住国の方向性を決めることに参加したかった（No.286/ 米 / 女性）。
「身分保全」
⃝永住権の維持が難しくなる不安を感じたから（No.110/ 米 / 男性、No.161/ 加 / 女性、No.228/
米 / 男性、No.406/ 米 / 女性、No.464/ 米 / 男性、No.491/ 米 / 女性）。
⃝永住権では長期に海外に出ることができず、日本にいる母の介護と米国の生活基盤を維持する手
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段として米国籍を取得した（No.410/ 米 / 女性）。
⃝日本への帰国と生活拠点（米国／カナダ）を維持するためには居住国の国籍取得が必要だった
（No.268/ 米 / 女性、No.385/ 加）。
⃝ 20 年以上永住権でオーストラリアで暮らしてきたが、離婚を機に身分保障のため国籍を取得し
た（No.267/ 豪 / 女性）。
5．外国籍取得予定者が直面している共通課題
11 条 1 項の影響を検討する上で不可欠な視点として第 1 にあげられるのは、人の国際移動の規
模と頻度が劇的に増加したこと、第 2 に少子高齢化という人口学的な変化が生じていることである。
少子高齢化は先進各国の共通する社会的課題だが日本はその最先端を走っている。当事者の記述か































11 条 1 項により、日本国籍を喪失した場合は「外国人」として在留資格を得ての来日になるが、
そもそも介護が必要な親やきょうだいが在留資格認定証明書の申請を行なうことができるのかとい



























国人配偶者には課税される（No.203/ 英 / 女性）。複数国籍が認められれば、日本国籍を保持した
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まま不動産を遺産相続することができ、遺族年金の受給資格も得られる。
遺産相続については、当事者が日本人の親から日本国内の資産を相続する場合もある。日本国籍
の有無により相続手続の煩雑さが異なってくる。11 条 1 項を厳格に運用していくと、日本国籍を
喪失した者が親から相続した家屋などを放置してしまう件数が増えるのではないだろうか。放置家



























予定だが、11 条 1 項がある限り母親は「外国人」で居続けることになる。No.360 の夫は英国人だ
が仕事の関係でベルギーでの生活が 20 年近くになる。子どもはベルギー生まれで家族の生活基盤
もベルギーに移った。この家族も日本人母のみが「外国人」というケースである。家族の離散を防
ぐには、家族が共通する国籍をもてばよいのだが、11 条 1 項がそれを阻む。




















ポートをホームオフィスに預けることになるため海外に出国することができない（No.186/ 英 / 女
性）。オーストラリアでも 5 年毎の永住権の更新に必要な経費は 10 年有効のパスポート取得経費の
倍以上になった（No.315/ 豪 / 女性）。
6．外国籍取得予定者の国籍・地域別記述の要点整理
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6-2　カナダ





⃝カナダ居住 11 年目。外国出身だがカナダ国籍をもつ夫とカナダ国籍の娘 2 人の家族の中で、自
分だけが永住権で暮らしている。仕事の都合で海外赴任になると、永住権を失わないために自分
だけカナダに戻る必要があり、家族としての長期計画を立てることが難しい（No.233/ 女性）。















⃝5 年毎の永住権の更新に必要な経費はオーストラリア旅券（有効期間 10 年）の約 2 倍になった。
国籍を取得すると旅券やビザにかかる費用は 10 年間で 4 分の 1 程度に軽減でき、申請にかかる
手間も省くことができる（No.315/ 豪 / 女性）。
⃝日豪以外の第三国に転勤等で移住する場合、永住権を維持するため 2 年間のオーストラリアでの
居住条件を満たさなければならず、子どもを連れて帰国する場合には学校生活などにも影響がで
てくる（No.70/ 豪 / 女性）。家族の中で一人だけ外国籍のため、事件、事故に巻き込まれた際に、
居住国からのサポートを受けられないばかりか、退去処分をうけるのではないかという不安があ





本当の意味で根づくことができない（No.108/ 豪 / 女性）。









そろそろ国籍を取得すべきだと感じている（No.346/ 豪 / 女性）。
⃝日本の年金掛け金を払っていないため日本では年金の受給資格がない 8。オーストラリアの年金
を受け取るためには国籍が必要で、永住権のみでは受け取れない。寡婦年金等の申請で不利にな
るかもしれない（No.315/ 豪 / 女性）。
⃝ 30 年以上も住みこれからも住み続けようと考えている国の国籍を取得することは居住国への「リ
スペクト」を示すこと（No.457/ 豪 / 女性）。生涯生活する予定の国で共同体の一員として政治
に参加したいとの記述多数。
⃝日本国籍を失ってしまうと子供ができた時にその子の（国籍の）選択肢を奪ってしまうし、親の















⃝英国居住 12 年目で英国の大学で研究職についている。10 年以上居住して永住権を取ったがこれ

















































































⃝フランス居住 20 年。フランス国籍があれば EU 諸国内での滞在許可の取得や就職先を見つける
































































れてしまう。これも 11 条 1 項の存在により日本国民が強いられている不利益である。






1　UN, International Migration Policies: Government Views and Priorities, 2013.
2　国籍法 3 条違憲訴訟・最大判 2008（平成 20）年 6 月 4 日民集 62 巻 6 号 1367 頁。
3　1988 年制定の旧国籍法「第二十條　自己ノ志望ニ依リテ外國ノ國籍ヲ取得シタル者ハ日本ノ國籍ヲ失フ」。
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6　2018 年 5 月に開催された移民政策学会年次大会ミニシンポジウム「複数国籍の是非と『国のあり方』―国籍法
と実態のギャップから」での宣元錫氏の報告。
7　ほとんどのオーストラリア人学生は国の教育ローンを利用している。教育ローンの返済は大学卒業後の年収が
51,957AU$（385 万円（19 年 8 月 1 日現在））以上になった場合に返済義務が発生し、収入に応じて税金に加算
される仕組み（No.346）







必要。多くの国では海外居住の制約を 180 日としているのに対して、日本は 1 年以上を「非居住者」（非課税）
としている。
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Barriers of Nationality Act, Article 11, Paragraph (1)  
Faced by Japanese Living Overseas
Satoko TAKEDA 
 
Nationality was created as a system to define state constituent members in the process of the 
formation of a nation-state. The Japanese government sees the strict control and cancelation of multiple 
nationality as its important issues while the international community is moving toward accepting 
multiple nationality. According to a survey by the United Nations, as of 2011, 72% of the 196 member 
countries have the system to permit an expatriate who acquired a foreign nationality to keep his or her 
native nationality. The different trends in multiple nationality between Japan and the international 
community are attributed to Japan’s insufficient application of the sovereignty of the people in its 
nationality legislation.
This paper focuses on the Nationality Act, Article 11, paragraph (1), stipulating “If a Japanese 
citizen acquires the nationality of a foreign country at his/her choice, he/she loses Japanese 
nationality.” Not just to interpret the Nationality Act, the purpose of this paper is to clarify the real 
state of people whose right to the pursuit of happiness is threatened by the Nationality Act and provide 
a point of view to concretize the discussion. It is no doubt that retaining the Nationality Act, Article 11, 
paragraph (1) puts both the people concerned and Japanese society at a disadvantage.
